第１号様式
参加表明書


（業務名）浜松拘置支所実施設計業務


標記業務について技術提案書の提出者として選定されたく、資料を添えて参加表明書を提出します。
　なお、予算決算及び会計令第70条（昭和22年勅令第165号）の規定に該当する者でないこと及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

                                              　　　 令和○年○月○日


支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長　殿












（提出者）住    所
電話番号
提出者名 ㈱○○○○一級建築士事務所
代 表 者 役職名    氏      名    




   
（作成者）	担当部署
氏　　名
電　　話
ｅ－mail

第２号様式

管理技術者の経歴等
	
①氏名 　○○　○○
	
②生年月日　○年○月○日　　　（○　才）

	
③所属 　(株)○○○○     ○○○○

	
④保有資格等　　　
　・一級建築士　 　　　（登録番号：○○　　）（取得年月日：○年○月○日）
　・（               ）  （登録番号：    　　）（取得年月日：  年  月  日）

	⑤平成28年度以降の同種又は類似業務の実績

	業務名 (PUBDIS登録番号)
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間
（従事期間）

	○○○○○建築設計業務 (有 無 ｺｰﾄﾞ000000000000)
	
(          )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	同種
類似
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日
（　　　　　）

	⑥令和３年度以降に担当した法務省発注の業務実績

	業務名
	受注形態
	業務分野及び地位
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○建築設計業務 
	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	○○分野○○○○技術者

	　R○年○月○日～
  R○年○月○日

	

	･単独 ･共同 ･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	⑦手持業務の状況（令和８年６月18日現在の手持の設計業務）　　 　　　　　　　　　　　　　　                                                            合計（　　）件

	業務名
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○ 
○○建築設計業務         
	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日

	                     

	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	
(            として従事)
	



※業務の実績（⑤欄）は必ず記載すること。
※業務の実績（⑥欄）について、複数の業務実績がある場合は全ての業務実績を記載すること。

	（第３－１号様式）
各主任担当技術者の経歴等
	
担当分野：建築

	
①氏名 　○○　○○
	
②生年月日　○年○月○日　　（○　才）

	
③所属　(株)○○○○　○○○○

	
④保有資格等　　　
  ・（                ）  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）
　・（                ）  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）

	⑤平成28年度以降の同種又は類似業務の実績

	業務名 (PUBDIS登録番号)
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間
（従事期間）

	○○○○○建築設計業務 (有 無 ｺｰﾄﾞ000000000000)
	
(          )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	同種
類似
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日
（　　　　　）

	⑥令和３年度以降に担当した法務省発注の業務実績

	業務名
	受注形態
	業務分野及び地位
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○建築設計業務 
	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	○○分野○○○○技術者

	　R○年○月○日～
  R○年○月○日

	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	⑦手持業務の状況（令和　年　月　日現在の手持の設計業務）　　 　　　　　　　　　　　　　　                                                            合計（　　）件

	業務名
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○ 
建築設計業務           
	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日

	                     

	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	
(            として従事)
	



※業務の実績（⑤欄）は必ず記載すること。
※業務の実績（⑥欄）について、複数の業務実績がある場合は全ての業務実績を記載すること。

	（第３－２号様式）
各主任担当技術者の経歴等
	
担当分野：構造

	
①氏名 　○○　○○
	
②生年月日　○年○月○日　　（○　才）

	
③所属　(株)○○○○　○○○○【協力事務所所属の場合は、（協力事務所）と記入】

	
④保有資格等　　　
  ・構造設計一級建築士  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）
　・（                ）  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）

	⑤平成28年度以降の同種又は類似業務の実績

	業務名(PUBDIS登録番号)
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間
（従事期間）

	○○○○○建築設計業務 (有 無 ｺｰﾄﾞ000000000000)
	
(          )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	同種
類似
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日
（　　　　　）

	⑥令和３年度以降に担当した法務省発注の業務実績

	業務名
	受注形態
	業務分野及び地位
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○建築設計業務 
	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	○○分野○○○○技術者

	　R○年○月○日～
  R○年○月○日

	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	⑦手持業務の状況（令和　年　月　日現在の手持の設計業務）　　 　　　　　　　　　　　　　　                                                            合計（　　）件

	業務名
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○ 
建築設計業務           
	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日

	                     

	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	
(            として従事)
	



※業務の実績（⑤欄）は必ず記載すること。
※業務の実績（⑥欄）について、複数の業務実績がある場合は全ての業務実績を記載すること。

	（第３－３号様式）
各主任担当技術者の経歴等
	
担当分野：電気設備

	
①氏名 　○○　○○
	
②生年月日　○年○月○日　　（○　才）

	
③所属　(株)○○○○　○○○○【協力事務所所属の場合は、（協力事務所）と記入】

	
④保有資格等　　　
  ・（                ）  （登録番号：○○　　　）（取得年月日：○年○月○日）
　・（                ）  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）

	⑤平成28年度以降の同種又は類似業務の実績

	業務名(PUBDIS登録番号)
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間
（従事期間）

	○○○○○建築設計業務 (有 無 ｺｰﾄﾞ000000000000)
	
(          )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	同種
類似
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日
（　　　　　）

	⑥令和３年度以降に担当した法務省発注の業務実績

	業務名
	受注形態
	業務分野及び地位
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○建築設計業務 
	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	○○分野○○○○技術者

	　R○年○月○日～
  R○年○月○日

	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	⑦手持業務の状況（令和　年　月　日現在の手持の設計業務）　　 　　　　　　　　　　　　　　                                                            合計（　　）件

	業務名
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○ 
建築設計業務           
	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日

	                     

	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	
(            として従事)
	



※業務の実績（⑤欄）は必ず記載すること。
※業務の実績（⑥欄）について、複数の業務実績がある場合は全ての業務実績を記載すること。

	（第３－４号様式）
各主任担当技術者の経歴等
	
担当分野：機械設備

	
①氏名 　○○　○○
	
②生年月日　○年○月○日　　（○　才）

	
③所属　(株)○○○○　○○○○【協力事務所所属の場合は、（協力事務所）と記入】

	
④保有資格等　　　
  ・（                ）  （登録番号：○○　　　）（取得年月日：○年○月○日）
　・（                ）  （登録番号：    　　　）（取得年月日：  年  月  日）

	⑤平成28年度以降の同種又は類似業務の実績

	業務名(PUBDIS登録番号)
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間
（従事期間）

	○○○○○建築設計業務 (有 無 ｺｰﾄﾞ000000000000)
	
(          )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	同種
類似
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日
（　　　　　）

	⑥令和３年度以降に担当した法務省発注の業務実績

	業務名
	受注形態
	業務分野及び地位
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○建築設計業務 
	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	○○分野○○○○技術者

	　R○年○月○日～
  R○年○月○日

	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	

	･単独 ･共同体･協力事務所
(                    )
	

	


	⑦手持業務の状況（令和　年　月　日現在の手持の設計業務）　　 　　　　　　　　　　　　　　                                                            合計（　　）件

	業務名
	発注者(事業主)
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	○○○○○○○○○○○○ 
建築設計業務           
	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	事務庁舎、RC-3、○○㎡
(○○○○○○として従事)
	R○年○月○日～R○年○月○日

	                     

	
(             )
	・単独 ・共同体
・協力事務所
(             )
	
(            として従事)
	



※業務の実績（⑤欄）は必ず記載すること。
※業務の実績（⑥欄）について、複数の業務実績がある場合は全ての業務実績を記載すること。
（第４号様式）
協力事務所の名称等
	事務所名
	
	代表者名
	

	
所在地
	


	
協力又は援助を受ける理由及び具体的内容　
	






	業務分野
	

	
	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	
所在地
	


	
協力又は援助を受ける理由及び具体的内容　
	

	業務分野
	

	
	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	
所在地
	


	
協力又は援助を受ける理由及び具体的内容　
	




	業務分野
	

	

	

	
	



	事務所名
	
	代表者名
	

	所在地
	

	
協力又は援助を受ける理由及び具体的内容　
	








	業務分野
	

	

	

	
	


第５号様式


ワーク・ライフ・バランス等推進企業の認定状況

※ １～４の全項目について、該当するものに○を付けること。
※ それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し）を添付すること。

	１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定

	· プラチナえるぼし認定を取得している。
	【
	該当
	】

	· えるぼし３段階目の認定を取得している。
	【
	該当
	】

	· えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
	
【
	
該当
	
】

	· えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」の基準を満たしている。
	
【
	
該当
	
】

	２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

	· 「プラチナくるみん認定」を取得している。
	【
	該当
	】

	· 「くるみん認定」を取得している。
	【
	該当
	】

	· 「トライくるみん認定」を取得している。
	【
	該当
	】

	３．青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定

	· ユースエール認定を取得している。
	【
	該当
	】

	４．その他の認定

	· ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱（平成 28 年９月 26 日内閣府男女共同参画局長決定）第６条に基づく内閣府男女共同参画局長による確認を得ている。
	【
	該当
	】


第６号様式
技術提案書


（業務名）浜松拘置支所実施設計業務


標記業務について技術提案書を提出します。




                                              　　　令和○年○月○日　　


支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長　殿



（提出者）住    所
電話番号
提出者名 ㈱○○○○一級建築士事務所
代 表 者 役職名    氏      名    




   
（作成者）	担当部署
氏　　名
電　　話
ｅ－mail



提出した技術提案書は、返却を    ・希望します。  
・希望しません。

※どちらかを○で囲むこと。







（第７号様式）
業務実施方針及び手法（参加表明書及び技術提案書提出説明書12の「評価基準」参照）
	・業務の理解度及び取組意欲について   
・業務の実施方針について

	









































	


  ※　Ａ４判１枚に簡潔に記載する。
　※　提出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容及び写真等（具体的な社名やそれを推認することができる内容の記述等。）を記載してはならない。
　　　これに反する記載を行った場合は、無効とする場合があるので留意すること。
（第８号様式）評価テーマ
	
○○○○について

	










































	


  ※　提出者（協力事務所を含む。）を特定することができる内容及び写真等（具体的な社名やそれを推認することができる内容の記述等。）を記載してはならない。
　　　これに反する記載を行った場合は、無効とする場合があるので留意すること。
